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アジア経済法令ニュース No.24-41 

 添付法令資料 1： 韓国都市ガス事業法（目次） 

 添付法令資料 2： 中国軍人扶恤優待条例（目次） 

 添付法令資料 3： 生薬、医薬部外品及び健康サプリメントの表示に関する2024年6月3日付 

  インドネシア共和国医薬品食品監督庁規則 No. 10（目次） 

 添付法令資料 4： ベトナム施設における安寧及び秩序の保護に参加する勢力法（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2024 年 10 月 11 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 電波法施行規則等の一部を改正する省令（総務省令第 89 号） 

24.09.30 公布／同日施行 

2 最低賃金の改正決定に関する公示（官庁報告徳島労働局最低賃金公示第 1 号） 

24.10.01 公布／24.11.01 発効 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 关于进一步提升基层应急管理能力的意见 

24.09.21 公布 中共中央办公厅等 

2 关于进一步做好医保药品耗材追溯码信息采集工作有关事项的公告 

24.09.30 公布 国家医疗保障局办公室 

3 关于对原产于欧盟的进口相关白兰地实施临时反倾销措施的公告 

24.10.08 公布 商务部公告 2024 年第 42 号 

4 关于加强电动自行车产品准入及行业规范管理的公告 

24.10.01 公布 国家市场监督管理总局等公告 2024 年第 43 号 

5 关于印发《国家数据标准体系建设指南》的通知 

24.09.25 公布 国家发展和改革委员会等 发改数据[2024]1426 号 

6 第七批制止食品浪费行政处罚典型案例 

24.10.08 公布 国家市场监督管理总局 

7 关于通过法定途径分类处理信访投诉请求的实施意见 

24.09.12 公布 民政部 民发[2024]40 号 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 
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掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 3 ロシア 

1 ロシア連邦住宅法典第 57 条及び第 95 条への変更の導入に関する 2024 年 2

月 14 日付ロシア連邦法律 No.14-FZ 

2 ロシア連邦租税法典第 2 部への変更の導入に関する 2024 年 2 月 14 日付ロシ

ア連邦法律 No.8-FZ 

公布の日から施行 

3 ロシア連邦刑法典及びロシア連邦刑事訴訟法典への変更の導入に関する

2024 年 2 月 14 日付ロシア連邦法律 No.11-FZ 

4 ロシア連邦刑事訴訟法典第131条及び第132条への変更の導入に関する2024

年 2 月 14 日付ロシア連邦法律 No.9-FZ 

公布の日から 90 日経過後に施行 

5 ロシア連邦行政訴訟法典及び過激活動への対抗措置に関するロシア連邦法律

第 13条への変更の導入に関する 2024年 2月 14日付ロシア連邦法律No.15-FZ 

6 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 5 韓国 

1 保険業法施行規則一部改正令 

24.09.26 公布 総理令第 1983 号／同日施行 

2 公企業・準政府機関契約事務規則一部改正令 

24.09.27 公布 企画財政部令第 586 号／同日施行 

3 港湾再開発及び周辺地域発展に関する法律施行規則一部改正令 

24.09.27 公布 海洋水産部令第 695 号／25.05.01 施行 

4 鉄道安全法施行規則一部改正令 

24.09.27 公布 国土交通部令第 1392 号／同日施行 

5 国民健康保険法施行規則一部改正令 

24.10.04 公布 保健福祉部令第 1061 号／同日施行 

 

第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 シンガポール 

1 Building Control (Amendment) Act 2024 
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Passed by Parliament on 10 September 2024 and assented to by the 

President on 30 September 2024; No.30 of 2024 

2 Income Tax Act 1947 - Income Tax (Payment by Bank in Singapore to 

Bank outside Singapore — Section 13(4) Exemption) Notification 2024 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 3 

October 2024 and is deemed to have come into operation on 1 April 2021.; 

No. S 769/2024 

3 Income Tax Act 1947 - Income Tax (Payment by Bank in Singapore to 

Bank outside Singapore — Section 13(4) Exemption) (Amendment) 

Notification 2024  

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 3 

October 2024.  

(1) This Notification is the Income Tax (Payment by Bank in Singapore 

to Bank outside Singapore — Section 13(4) Exemption) (Amendment) 

Notification 2024.  

(2) Paragraph 2(1) is deemed to have come into operation on 1 July 

2021.  

(3) Paragraph 2(2) is deemed to have come into operation on 31 

December 2021. 

(4) Paragraph 3(b) and (c) is deemed to have come into operation on 4 

November 2022. 

(5) Paragraph 3(a) and (d) comes into operation on 3 October 2024.  

; No. S 770/2024 

 

第 8 タイ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 OFFICE OF THE PRESIDENT 

  EXECUTIVE ORDER NO. 70, S. 2024 

  PROMOTING THE DEVELOPMENT OF THE PHILIPPINE FILM 

INDUSTRY, STRENGTHENING THE FILM ACADEMY OF THE 

PHILIPPINES FOR THE PURPOSE 

24.10.02 付／官報又は全国流通新聞において公布された日から直ちに施

行 

2 REPUBLIC ACT NO. 12024 

  AN ACT REVITALIZING AND STRENGTHENING THE 
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SELF-RELIANT DEFENSE POSTURE PROGRAM AND PROMOTING 

THE DEVELOPMENT OF A NATIONAL DEFENSE INDUSTRY 

PURSUANT THERETO AND PROVIDING FUNDS THEREFOR 

24.10.08 付／官報又は全国流通新聞において公布された日から 15 日後に

施行 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

1 カザフスタン共和国大統領附属外国投資家評議会の構成員に関するカザフス

タン共和国大統領令 

2024 年 10 月 1 日付 No.174 

2 特定の輸送手段の交通の管理及び交通安全のデジタル化問題に係るいくつか

のカザフスタン共和国法令への変更及び追加の導入に関するカザフスタン共

和国法律 

2024 年 10 月 3 日付 No.130-VIII ZRK／一部を除き、公布の日から 60 暦

日の経過後に施行 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 高度リスク施設の一覧の承認に関するウズベキスタン共和国建設・住宅・公

共サービス事業相の命令 

2024 年 9 月 5 日付 No.7/94463-01 同月 30 日法務省登録 No.3557／同年

10 月 2 日施行 

2 法令違反及び犯罪の防止に係る追加対策の採択に伴うウズベキスタン共和国

刑法典及びウズベキスタン共和国行政的責任法典への変更及び追加の導入に

関するウズベキスタン共和国法律 

2024 年 10 月 7 日付 No.ZRU-972／同月 8 日施行 

3 通関手続の更なる改善に伴ういくつかのウズベキスタン共和国政令への変更

及び追加の導入、そのいくつかの失効の認定に関するウズベキスタン共和国内

閣決定 

2024 年 10 月 4 日付 No.630／同月 8 日施行 

4 職業上の安全及び健康に関する国際労働機関の第 155 号条約（1981 年 6 月

22 日ジュネーブ）の批准に関するウズベキスタン共和国法律 

2024 年 10 月 2 日付 No.ZRU-969／同日施行 

5 クリエイティブ経済に関するウズベキスタン共和国法律 
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2024 年 10 月 3 日付 No.ZRU-970／同月 4 日施行 

6 雇用及び貧困削減分野における国家政策の改善及びその効率性の向上に係る

措置に関するウズベキスタン共和国大統領決定 

2024 年 10 月 4 日付 No.PP-347／同月 5 日施行 

 

第 15 トルコ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 添付法令資料 

   1 韓国都市ガス事業法（目次） 

   2 中国軍人扶恤優待条例（目次） 

   3 生薬、医薬部外品及び健康サプリメントの表示に関する 2024 年 6 月 3 日付

インドネシア共和国医薬品食品監督庁規則 No. 10（目次） 

   4 ベトナム施設における安寧及び秩序の保護に参加する勢力法（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越
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南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

實延 俊宏  弁護士：シンガポール法令担当 

萩原 亮太  弁護士：越南法令担当 

三冨 貴博  弁護士：日本法令担当 

宮澤 旭麿  弁護士：日本法令担当 

飯田 悠   弁護士：日本法令担当 

本間 朋信  弁護士：日本法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法事務弁護士（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法事務弁護士（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

新山 祐美  パラリーガル：インドネシア法令担当 
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松本 園美  パラリーガル：韓国法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


